
議案第 ３ 号 

 

 

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部

を改正する規則について 

 

 

以下の理由により、沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施

行規則の一部を改正する規則を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和６年10月17日提出 

 

 

 沖縄県教育委員会教育長 半嶺 満  

 

 

理 由 

  大規模災害で被災した生徒の就学機会の確保等のため、沖縄県内の高等学校へ転入す

る被災生徒の沖縄県立離島児童生徒支援センターの空き室への入寮を認め、使用料の免

除の規定を定める。 

  これが、この議案を提出する理由である。 

 

【参考・根拠規定】 

 沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例（平成27年沖縄県条例

第51号） 

 



沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

令和６年 月 日

沖縄県教育委員会

教育長 半 嶺 満

沖縄県教育委員会規則第 号

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成27年沖縄県教育委員会規

則第15号）の一部を次のように改正する。

第18条第１項に次の１号を加える。

⑹ 大規模災害（甚大な被害をもたらした災害で、教育長が別に定める災害をいう。）に際し災害救助法

（昭和22年法律第118号）が適用された同法第２条第１項に規定する災害発生市町村の区域に住所を有

していた者で沖縄県内の高等学校への入学（転学及び編入学を含む。）を許可されたものが使用すると

き。 免除

附 則

この規則は、公布の日から施行する。



規則案の概要の説明

部課名 教育庁教育支援課

１ 件名

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部

を改正する規則

２ 改正の経緯及び必要性

令和６年１月に発生した能登半島地震を受け、沖縄県教育委員会では大規模災害

で被災した生徒の就学機会の確保と、教育にかかる経済的負担軽減に資するため、

沖縄県内の高等学校へ転入する被災生徒の沖縄県立離島児童生徒支援センターの空

き室への入寮を認め、使用料の免除支援を行うこととした。

沖縄県教育委員会ではこれまで、災害等に係る使用料の免除規定が設けられてお

らず、今回の能登半島地震を契機に、今後同様の災害が起こった場合に迅速に支援

を行うため、沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行

規則（平成27年沖縄県教育委員会規則第15号）を改正し、大規模災害の被災者を免除

の要件に加える必要がある。

３ 改正案の概要

⑴ 大規模災害の被災者で沖縄県内の高等学校への入学を許可され、沖縄県立離島

児童生徒支援センターを利用するもの使用料を免除する規定を定める。（第18条

関係）

⑵ この規則は、公布の日から施行する。（附則）

４ 根拠法令等

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例（平成27年沖縄

県条例第51号）第10条

５ 関係各課との調整状況



財政課と予算の取扱いについて調整済み

６ 添付資料

⑴ 新旧対照表

⑵ 根拠法令等の参照条文

⑶ その他参考となる資料
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参 照 条 文
○ 沖 縄 県 立 離 島 児 童 生 徒 支 援 セ ン タ ー の 設 置 及

び 管 理 に 関 す る 条 例 （ 平 成 二 十 七 年 十 月 二 十

七 日 条 例 第 五 十 一 号 ）

（ 使 用 料 の 減 免 ）

第 十 条 知 事 は 、 公 益 上 そ の 他 特 別 の 理 由 が あ る と

認 め る と き は 、 使 用 料 を 減 額 し 、 又 は 免 除 す る こ と

が で き る 。


